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はじめに 

この記事では、「定期建物賃貸借契約を有効に締結するには、どのような

要件を満たしている必要があるのか？」について、賃貸人側からのご相談に

お答えします。 
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1 相談事例 

 

～A社（定期建物賃貸借契約 賃貸人側）より～ 
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当社（A社）は所有する甲ビルの 3階部分を、B社（スタートアップ企業）の

事業所として貸し出すことにし、B社との間で建物賃貸借契約を締結すること

にしました。 

 

しかしながら、A社は、以前に賃貸していた C社との間で、賃料増減をめぐる

トラブルを経験していたので、これまで取引経験のない B社に貸し出すにあた

り、ひとまずは 2年間で建物賃貸借契約を終了させて、その後は状況を見て、

再び B社と建物賃貸借契約を締結するか否かを決める旨の計画を立てました。 

 

A社はこの計画に沿い、賃貸借期間を 2年とした上で、公正証書ではない定期

建物賃貸借契約書に「本件賃貸借は、借地借家法 38条の定めに従うものとす

る」とだけ定め、かつ、この契約書を B社に見せながら「本建物賃貸借契約は

定期建物賃貸借である」とだけ説明して、B社と建物賃貸借契約を締結しよう

としています。 

 

 こうした場合、当社（A社）は、2年後（満期）が到来したときに、B社に対

し建物賃貸借契約の終了を主張し、甲ビル 3 階の返還をスムーズに受けること

ができるのでしょうか？ 

 

2 弁護士法人ファースト＆タンデムスプリント法律事務所の回答 

 

相談事例の場合ですと、満期が到来しても、A社から B社に対し、建物賃貸借

契約の終了を主張できず、甲ビル 3 階の返還にあたりトラブルとなってしまう

リスクがあります。 

 

以下、詳しく見ていきましょう。 

まずは、「定期建物賃貸借契約の概要」「定期建物賃貸借契約の成立要件」に

ついて、説明します。 

 

3 定期建物賃貸借（借家）契約とは 

 

定期建物賃貸借契約を説明する前に、まず、建物賃貸借契約の基本的な事項に

ついて見てみましょう。 

 

「建物賃貸借契約」とは、「借家契約」ともいい、賃貸人が、建物を賃借人に

使用収益させ、これに対して賃借人が使用収益の対価（賃料）を支払うことを
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約束する契約です（民法６０１条、借地借家法２６条以下など）。（以下、読

みやすいように「借家契約」の方を使用して記述していきます。） 

なお、ここでの「建物」に該当するか否かについては、構造上の独立性と、使

用上の独立性によって判断されますが、いわゆる事業で使用するオフィスビル

や、居住するためのマンションは、基本的にこの「建物」に該当するケースが

多いです。 

 

また、借家契約には、大きく分けて「普通借家契約」「定期借家契約」があり

ます。 

 

普通借家契約では、借家期間１年以上に設定すると、原則として更新規定（借

地借家法２６条 1項）の適用があり、また、賃貸人から不更新通知や解約申入

れをするに際し「正当な事由」が必要になります（借地借家法２８条）。 

つまり、不更新通知を怠ると、原則として、従前と同一の条件で借家契約が更

新されてしまうことになります。さらに、賃貸人側から不更新通知や解約申入

れを適切にしたとしても、必ずしも満期に建物の明渡しを受けることができる

とは限らず、場合によっては、明渡しと引換えに立退料の支払などの負担を求

められてしまうリスクがあるということです。 

 

他方、定期借家契約は、満期をもって借家関係が更新なく終了する点に特徴が

あります。普通借家と違い、更新規定（借地借家法２６条 1項）の適用がな

く、また、不更新通知や解約申入れに際し「正当な事由」が不要となります

（借地借家法２８条）。 

 

さらに、定期借家の場合、賃料増減額請求（借地借家法３２条１項）を排除す

る旨の特約を定めることができますので、賃料増減をめぐるトラブルを、あら

かじめ防止しておきたいときにも、役に立ちます（借地借家法３８条 9項）。 

 

したがいまして、定期借家契約は、賃貸人において将来（●●年後など）借家

物件を他のことに運用する予定をしていたり、また賃借人の資力に不安がある

等、借家関係を一定期間としたい場合に、賃貸人側にとって有効な手段の１つ

となります。 

 

なお、定期借家契約は、借家期間が 1年未満（借地借家法３８条１項）でも有

効に成立しますが、「定期」という文言からも分かるように、満期をはっきり

と定める必要があり、条件付きの終期（たとえば、「借家期間は、●●が成就
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するまでとする」など）を定めた場合、定期借家と認められないおそれがある

ため、注意が必要です。  

 

借家契約を結ぶ上で関連する法律としては、 

民法、借地借家法、消費者契約法（賃借人が個人の場合）が考えられます。 

 

本事例における契約関係 

 

 

 

本事例においては、賃貸人である A社からの相談になりますので、賃貸人側の

目線において、定期借家契約の成立要件について見ていきます。 

 

4 定期借家契約の成立要件とは 

 

4.1 成立要件の概要 
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定期借家契約を有効に締結するには、普通借家契約の成立要件に加え、次の①

～④の要件を満たす必要があります（借地借家法３８条 1項、3項）。以下、

要件ごとに解説を交えつつ、見ていきましょう。 

 

①期間の定めがある建物賃貸借であること 

 

定期借家の場合、借家期間は１年未満（下限なし。）でもよいです。ただし、

満期についてはっきりとした時期を定めないと、定期借家として認められない

おそれがあるので、注意しましょう（借地借家法３８条 1項） 

 

②公正証書等によるなど、書面によって契約すること 

 

この点については、必ずしも公正証書による必要はなく、一般の定期借家契約

書などによっても、契約することができます。 

もっとも、この書面には、賃借人から見て、借家契約が満期到来により更新な

く終了する旨の契約内容であることが十分に理解できるよう、記載しておく必

要があります。 

たとえば、次のような事項について、具体的に記載しておきます。 

a．借家の期間 

b．借家契約であること及び当該借家の特定（住所・地番など） 

c．定期借家契約の当事者 

d．満期到来により更新なく直ちに借家関係が終了すること 

 

というのも、定期借家契約は、更新規定（借地借家法２６条）の適用がなく、

原則としては、賃借人は満期により建物を明渡さなければなりません。そのた

め、賃借人が、このことをしっかりと理解していないと、次の建物を探す暇も

なく退去を求められるリスクに晒されてしまいます。 

このような賃借人側のリスクをカバーするために、借地借家法３８条１項は、

賃貸人から賃借人に対し、満期到来により更新なく終了する旨を書面でしっか

りと伝えておくよう、求めているのです。 

 

なお、上記 a．～d．の事項の他にも、敷金・保証金や、賃料改定に関する取り

決めなどを特約として定めたい場合には、同一の書面で定めておかないと、定

期借家契約の内容と解されないリスクがあります。特約を定めたいときは、ト

ラブルを避けるため、同一の書面で定めるようにしましょう。 
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③契約の更新がない旨を定めること 

 

定期借家契約は、満期をもって更新なく終了させる借家契約ですので、契約の

更新がない旨を書面にて記載しておくことが求められます。 

 

④賃借人に対し、あらかじめ、『借家契約について更新がなく、かつ満期到来

により借家契約が終了する』旨を、書面を交付した上で説明すること 

 

この点について、「書面の交付」や「説明」が適切に行われていないと、定期

借家（＝満期到来により更新なく終了する旨）の合意自体が、原則無効になり

ます（借地借家法３８条 5項） 

 

そして、説明の際に交付すべき「書面」ですが、賃借人において、契約の更新

がなく、期間の満了により終了すると認識しているか否かにかかわらず、契約

書とは別個独立の書面であることが求められます（最判 H24.9.13）。 

また、書面の交付が求められる趣旨は、定期借家契約に伴うリスクを賃借人側

にしっかりと伝えて、借家関係をめぐるトラブルを低減させることにあります

ので、この書面は、説明をする前に賃借人側に対し渡しておく必要がありま

す。 

 

では、賃借人への「説明」については、どのような方法のもと、どの深度で行

うことが求められているのでしょうか？ 

 

まず、「説明」の方法についてですが、一般的には説明は交付した書面をもと

に口頭で行うべきとされます。 

もっとも、この「説明」が求められる趣旨に照らすと、大切なポイントは、

『定期借家の場合には、普通借家のような更新制度（借地借家法 26 条、28

条）がなく、満期到来により当然に借家関係が終了して明渡義務が発生する旨

が、賃借人側に適切に伝えられるよう、説明が行われているか』という点にあ

ります。 

そのため、一般的に適切な方法で説明を行っても、このポイントに沿っていな

いと、「説明」がなかったとされてしまうおそれがあるので、注意が必要で

す。 
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また、賃借人側に適切に伝わっているか否かについては、個別に判断されるこ

とになりますので、賃借人の借家に関する法的理解度が低いときは、より丁寧

に説明しておくことが大切になります。 

 

4.2 成立要件を欠いた場合のリスク 

 

次に、成立要件を満たさない契約の効力はどうなるのでしょうか？ 

 

この点について、定期借家契約は、例外的な類型の借家契約と位置づけられま

すので、もし成立要件を欠いてしまうと、定期借家契約としての効力は認めら

れず、ケースによっては『普通』借家契約が成立してしまう可能性がありま

す。 

そして、『普通』借家契約と認定されてしまうと、借地借家法上の更新規定の

適用があることになってしまいますので、万一、不更新通知を忘れてしまった

り（借地借家法 26条 1項）、また、不更新通知や解約申入れについて「正当

な事由」が認められないと（借地借家法 28 条）、借家の明渡しの時期が遅く

なり、賃貸側にとって不測の事態を招くこともあります。また、せっかく賃借

人からの賃料減額請求を特約で排除しても、普通借家契約と認定されてしまう

と、この特約自体が無効となるリスクもあります。 

 

普通借家ではなく定期借家契約を選択して締結するときは、賃貸人において更

新や賃料増減をめぐるトラブルを避けたいなどの目的を持っている場合もあり

ますので、ご予定に沿った借家契約を実現できるよう、しっかりと定期借家契

約の成立要件を満たしているかについて、あらかじめ確認しておくことが大切

になります。 

 

5 本事例の解説 

 

5.1 定期借家契約にあたり公正証書によるべき必要性 

 

借地借家法 38条 1項は、定期借家契約を有効に締結するための要件の 1つと

して、「公正証書による等書面によって契約をする」ことを求めています（以

下「書面要件」とします）。 

この「書面」には単なる契約書等も含むと理解されていますので、相談事例の

ように『公正証書でない定期借家契約書』を用いて契約しても、形式的な書面

要件は満たします。 
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もっとも、「書面」に記載する内容・程度が不十分ですと、書面要件が否定さ

れてしまう（＝定期借家契約が有効に締結されていないと解される）リスクが

あるので、注意が必要です。 

 

5.2 「書面」に記載すべき内容やその程度 

 

まず、定期借家契約において書面要件が求められる趣旨は、『定期借家契約は

満期到来により更新なく終了するという点で、普通借家契約よりも賃借人側に

不利な内容であるので、賃借人側に対しそのリスクを十分に理解・認識させる

ことで、借家関係をめぐるトラブルを低減させること』にあります（借地借家

法３８条１項参照）。 

したがって、この「書面」には、締結しようとする借家契約が定期借家であ

り、かつ、普通借家と違い、満期到来によって更新なく終了することが、賃借

人に対してしっかりと伝わるよう、記載されている必要があります。また、こ

のような法の趣旨に沿って考えると、この判断は、個別の賃借人ごとに考える

方が安全です。 

 

この点について、相談事例では、B社はスタートアップ企業ですので、法的知

識のある従業員が揃っていないことが懸念されます。もし、交渉過程などか

ら、B社の借家をめぐる法的知識の不足を感じられる場合には、相談事例のよ

うに「借地借家法 38条の定めに従う」とのみ記載しただけでは、十分な記載

がないとして、書面要件を否定されてしまうおそれがあるため、注意が必要で

す。 

 

賃借人とのやり取りを通し、賃借人の様子を見ながら、必要に応じて、個別に

書面への記載を追加または補足しておくよう、心がけましょう。 

 

5.3 賃借人への「説明」に求められる程度やその態様 

 

書面の交付を伴う説明が求められる趣旨は、定期借家契約に伴うリスクを賃借

人側にしっかりと説明することで、借家関係をめぐるトラブルを低減させるこ

とにあります（借地借家法 38条 3項）。 

そのため、賃借人への説明にあたって交付すべき「書面」は、原則として、契

約に用いる書面とは別個独立の書面であることが求められ、また、この「書

面」は説明を行う前に、賃借人に対し渡しておく必要があります。 
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さらに、このような法の趣旨から、適切な「説明」があったか否かは、『定期

借家の場合には、普通借家のような更新制度（借地借家法 26 条、28 条）がな

く、満期到来により当然に借家関係が終了して明渡義務が発生する旨が、賃借

人側に適切に伝えられるよう、説明が行われていたか』という点について、個

別の賃借人ごとに検討していくことになります。 

 

相談事例では、A社は、定期借家契約書をそのまま用いて、B社に対し説明し

ようとしており、別個独立の書面を用いていません。また、説明の程度も「本

建物賃貸借（借家）契約は定期建物賃貸借（借家）である」とだけにとどま

り、定期借家における賃借人側のデメリットがしっかりと伝わる程度のもので

ないとして、「説明」が認められないおそれがあります。特に、本件では、B

社はスタートアップ企業ですので、法律に精通した従業員が揃っていない可能

性もあるため、状況を見て必要と感じたときは、説明を追加・補足するなどし

て、慎重に対応することが大切です。 

 

したがって、相談事例では、「書面を交付して説明」（借地借家法 38条 3

項）がなかったとして、成立要件を否定されてしまう（定期借家契約が成立し

ていないと解されてしまう）可能性が高いです。 

 

そして前述のとおり、ケースによっては『普通』借家契約が成立してしまう可

能性があり、そうなると「正当な事由」なく明渡しを要求できなかったり、賃

料減額請求を認めない特約を結んでいても、この特約が無効となり、賃借人か

らの賃料減額請求に応じる必要が出てくる可能性があるなど、賃貸人 A 社に

とっては不利な状況になってしまうリスクがあります。 

B社に対し、あらかじめ、『借家契約について更新がなく、かつ満期到来によ

り借家契約が終了する』旨を、契約書とは別個の書面を交付した上で、適切に

説明することが大切です。 

 

6 おわりに 

 

以上のように、定期借家（建物賃貸借）契約には、更新がなく、賃借人に不利

な内容となりうることから、成立要件が厳格に定められています。万一、成立

要件を欠いてしまうと、普通借家が成立したと推認されるおそれがあり、更新

がないことを前提としてビジネスを計画している事業者にとってみると、不測

の事態を招くおそれもあります。 
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したがって、定期借家契約を有効に締結するには、どのような成立要件を満た

しておく必要があるかについて、賃借人の法的理解度などを踏まえながら、慎

重にチェックしつつ、適切に対応していくことが大切になります。 

もっとも、この判断は、個別のビジネス事情を総合して行うことになるため、

複雑になってしまうケースもあるでしょう。したがいまして、必要に応じて、

弁護士等の法律専門家に確認を依頼しながら契約書の作成やレビューを行うこ

とをお勧めします。 

 

ファースト＆タンデムスプリント法律事務所では、弁護士による、契約に関す

るご相談やリーガルチェックのご依頼をお受けしていますので、いつでもご相

談ください。 

 

弁護士法人ファースト&タンデムスプリント法律事務所 

メール相談：info-fts@tandemsprint.com 

（代表弁護士：小野智博） 

 

※本稿の内容は、2024年 1月現在の法令・情報等に基づいています。 

本稿は一般的な情報提供であり、法的助言ではありません。正確な情報を掲載

するよう努めておりますが、内容について保証するものではありません。 


